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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線装置（１５０）を試験するための試験装置（１００）であって、
　送信される情報を写像するための写像装置（１２１）と、
　少なくとも一部の信号について搬送波周波数（１３１，１３２，・・・，１３３）の各
信号にノイズ要素（１４１，１４２，・・・，１４３）を選択的に付加するためのノイズ
発生装置（１４０）と、
　送信装置（１２３）と、
　応答して前記無線装置（１５０）から返送される応答信号を受信するための受信装置（
１６０）と、
　前記応答信号を評価するための分析装置（１８０）と、を備え、
　前記写像装置（１２１）は、前記搬送波周波数の異なる様々な信号（１３１，１３２，
・・・，１３３）に、送信される情報を写像するようになっており、前記ノイズ発生装置
（１４０）は、前記搬送波周波数の各信号に一つのノイズ要素を選択的に付加するように
なっており、前記送信装置（１２３）は、結果として生じる様々な前記搬送波周波数の、
ノイズを含む信号とノイズを含まない信号を前記無線装置（１５０）に送信するようにな
っている試験装置（１００）。
【請求項２】
　前記分析装置（１８０）は、応答信号から搬送波周波数当たりの伝送品質を抽出するよ
うに設定されることを特徴とする請求項１に記載の試験装置（１００）。
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【請求項３】
　前記分析装置（１８０）は、最良品質の搬送波周波数を多数選択するための選択装置（
１８１，１８２）を備えることを特徴とする請求項１または２に記載の試験装置（１００
）。
【請求項４】
　前記分析装置（１８０）は、受信信号から取り出された最良品質の搬送波周波数を最良
品質と予想される搬送波周波数と比較するために、比較装置（１８３）を備えることを特
徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の試験装置（１００）。
【請求項５】
　前記最良品質と予想される搬送波周波数は、搬送波信号に付加されたノイズ要素（１４
１，１４２，・・・，１４３）から決定されることを特徴とする請求項４に記載の試験装
置（１００）。
【請求項６】
　前記写像装置（１２１）は、前記搬送波周波数に対して異なる様々な信号（１３１，１
３２，・・・，１３３）に送信される情報を写像するように設定され、前記信号の搬送周
波数は互いに直交することを特徴とする請求項１～５のいずれか一項に記載の試験装置（
１００）。
【請求項７】
　試験装置（１００）内に含まれる加算装置（１２２）は、送信前に前記様々な搬送波周
波数の信号を加算することを特徴とする請求項１～６のいずれか一項に記載の試験装置（
１００）。
【請求項８】
　前記加算装置（１２２）は、逆離散フーリエ変換で結果として生じる様々な搬送波周波
数のノイズを含む信号とノイズを含まない信号を時間ドメインに変換し、これらの変換の
結果を加算することを特徴とする請求項７に記載の試験装置（１００）。
【請求項９】
　搬送波周波数のそれぞれの信号（１３１，１３２，・・・，１３３）にその都度加えら
れる前記ノイズ要素は、ホワイト・ノイズであることを特徴とする請求項１～８のいずれ
か一項に記載の試験装置（１００）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線装置を試験するための試験装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　絶えず増大する無線デバイスへの要求は、無線標準におけるさらなる迅速な発展、すな
わち、無線装置の伝送標準におけるさらなる迅速な発展をもたらし、かつ引き続き主導し
ている。増大し続けるデータ転送速度と、より小さな誤り率に対応するために、無線標準
はますます複雑になっている。それに応じて、無線装置からの送信を試験する試験装置も
、ますます複雑になっている。
【０００３】
　過去にも現在にも重要な発展の一つに、複数のチャネルの同時通信が挙げられる。それ
ゆえに、ＵＭＴＳのような第３世代の移動無線システムでは、複数のチャネルが符号化さ
れて同時に送信される。第４世代の移動無線システム（ＬＴＥ＝Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅ
ｖｏｌｕｔｉｏｎ）は、とりわけ、この目的のために直交周波数多重化方式（ＯＦＤＭ＝
Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉ
ｎｇ／ＯＦＤＭＡ＝Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍ
ｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）を使用する。これに関連して、様々なチャネルが固定の
帯域幅内で、相互直交搬送波周波数で並列に多数送信される。搬送波周波数の直交性によ
って、ほぼ１０００程度配置された膨大な数の搬送波周波数は、強力に重ねあいを達成す
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ることができる。
【０００４】
　さらなる発展は、過去にも現在にも伝送パラメータの適合の可能性である。伝送パラメ
ータには、送信電力、変調形式、符号化、および、特にＯＦＤＭの場合に使われる搬送波
周波数などがあり、用いられる搬送波周波数が最大となる効果的な送信、すなわち、エラ
ーがなくかつ同時に低消費電力の送信という意味での送信を最適化するために、無線伝送
の条件を柔軟な形で適合する。しかしながら、伝送パラメータによって符号化された確実
なエラー認識は、この目的には不可欠である。一貫したエラー認識を許可するために、エ
ラーを認識するためのチェックサムは、ペイロードデータと同時に伝送ブロックに送信さ
れる。
【０００５】
　特許文献１には、第３世代の移動無線装置を試験するための試験装置が開示されており
、試験装置は、通信標準の複雑性の増加、とりわけ、柔軟性と並列性の増加に関して考慮
に入れている。これに関して、様々な部分データストリームは、いずれの場合にも、異な
る送信パラメータのセットで生成され、一連の時間帯に送信される。テスト用の装置は、
部分データストリームの受信した伝送ブロックを評価し、正確な伝送の場合には、試験装
置にポジティブ信号を送信する。部分データストリーム当たりの全信号に関するネガティ
ブ信号をカウントすることによって、試験装置は、送信パラメータセット当たりの個々の
誤り率をすぐに提供できる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】独国特許出願公開第１０２００５０１６５８５（Ａ１）号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、この方式はＯＦＤＭ方式を用いる第４世代の移動無線装置を試験するの
には適していない。信号の無線伝送は、伝送路上のフェーディングおよび反射、吸収、回
折効果などの電波干渉のような多くの周波数依存効果によって妨げられている。これらの
妨害の周波数依存性は、無線装置で通信するための最良品質の搬送波周波数を探し、それ
に応じて、伝送用に最適な一連の搬送波周波数を見つけるために、例えば、ＬＴＥによっ
て利用される。しかしながら、特許文献１では異なる周波数の個々の試験のための方法は
提供されていない。
【０００８】
　実際の信号条件で試験するために、伝送における周波数依存妨害がシミュレートされな
ければならない。無線送信における妨害はノイズ、通常はホワイト・ノイズが外部から追
加されることによってシミュレートされることが知られている。これに関して、妨害の強
度はノイズの分散にともなって変化する。しかしながら、ホワイト・ノイズは全ての周波
数を均等な割合で含んでおり、したがって、周波数依存妨害をシミュレートするには適し
ていない。なによりも、ノイズに対する搬送波信号の強度が可変となる。
【０００９】
　所与の周波数範囲において所与の強度を有するノイズを作り出すことは、その実現が技
術的に困難であり、とりわけ高価である。この目的のために、ハイパスフィルタおよびロ
ーパスフィルタの複雑な連続的結合、およびこのように生成される周波数特定ノイズプロ
セスのコスト集約的な重ね合わせが求められる。この方法のさらに不利益な点は、フィル
タの有限エッジの険しさおよび搬送波周波数の重ね合わせの結果として、個々の搬送波周
波数の非常に狭い周波数範囲は、十分な精度で作製されない。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の目的は、上述した従来技術の不利益な点を取り除くものである。本発明の目的
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は、送信信号の周波数依存分割をシミュレートすることができ、それゆえに、受信する無
線装置を通じて、たくさんの最良品質の搬送波周波数の選択を試験することのできる試験
装置を提供することにある。
【００１１】
　本発明にかかる試験装置によれば、様々な部分データストリームは、写像装置で確立さ
れた写像特性を通じて、送信された情報、すなわち送信されたデータから一時的に生成さ
れる。これら部分データストリームは、異なる搬送波周波数において並列信号で情報の並
列送信を生成するために、変調される。
【００１２】
　搬送波周波数（サブキャリア）の個々の信号が未だ混在してない形である限り、周波数
依存妨害をシミュレートするために、ノイズ発生装置は、少なくともいくつかの信号用の
搬送波周波数の各信号に、それぞれ一つのノイズ要素を選択的に追加する。送信装置は、
様々な搬送波周波数の結果的に生じる信号、すなわち、個々の搬送波周波数の信号に加え
て、各場合に信号に加えられたノイズ要素を送信する。受信装置は、分析装置によって評
価された、テスト用の無線装置から送り返された応答信号を受信する。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明にかかる試験装置の場合には、試験用の装置が、自らのフィールド内で高い頻度
で起こるような周波数依存妨害によって影響されることは、有益である。その搬送波周波
数にかかる未だ符号化されている信号に、ノイズ要素を選択的に追加することによって、
周波数依存ノイズを発生するための複雑なフィルタなしに、周波数依存ノイズを単純かつ
コスト的に好ましい形でシミュレートすることができる。
【００１４】
　本発明による試験装置のさらなる利点は、従属請求項に定められる。
【００１５】
　特に、応答信号から伝送品質を抽出して評価することは、分析装置にとって有益である
。したがって、試験用の装置が正確に応答しているかどうか、すなわち、試験装置に対し
て応答信号の中で最も効果的な搬送波信号であるかどうかを確認することが可能である。
結果的に、エラー率および無線装置のそれぞれの品質のより現実的な評価が可能である。
【００１６】
　さらに、伝送技術としてＯＦＤＭを用いる本発明の主たる無線装置にかかる試験装置を
用いて試験することが有益である。なぜなら、ＯＦＤＭが無線装置の周波数選択性試験用
の装置に非常に厳格な要求を置いているからである。
【００１７】
　本発明は、周波数多重化方式、特にＯＦＤＭを使用する無線装置用の全ての試験装置に
関するものである。したがって、その適用の範囲は、携帯電話通信およびＬＴＥのような
移動無線用の伝送標準を使用する全ての装置に対して、主として方向付けられている。し
かしながら、ＯＦＤＭをサポートしている他の無線装置は、例えば、Ｗｉｍａｘのような
無線ローカルエリアネットワーク（無線ＬＡＮ）のフィールド、ＷｉＭｅｄｉａ／Ｅｃｍ
ａ－３６８標準のようなパーソナルエリアネットワークのフィールド、またはＤＶＢ－Ｔ
、ＤＶＢ－Ｈ、Ｔ－ＤＶＢ，ＥＵＲＥＫＡ１４７ＤＡＢのようなデジタルテレビやデジタ
ルラジオの地上通信のフィールドにおいては、Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｒａｄｉｏ　Ｍｏｎｄｉ
ａｌｅ、ＨＤ－Ｒａｄｉｏ、Ｔ－ＤＭＢが、本発明にかかる試験装置を用いて試験されう
る。
【００１８】
　以下、本発明にかかる実施例について、図面を参照しながら詳細に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】図１は、本発明にかかる試験装置の実施例を示す図である。
【図２】図２は、周波数選択的ノイズパターンの実施例を示す図である。
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【発明を実施するための形態】
【００２０】
　図１は、本発明にかかる試験装置の実施可能な形態の例を示す図である。試験装置１０
０は、ＯＦＤＭ送信装置１２０、ノイズ発生装置１４０、受信装置１６０、分析装置１８
０、および結果出力装置１９０を備える。
【００２１】
　試験装置１００に加えて、試験用の移動無線装置１５０は、試験装置１００から信号を
受信することができ、応答信号を送信することができる無線装置として説明されている。
ここで、移動無線装置１５０は、周波数多重化方式（ＦＤＭ／ＦＤＭＡ）、特に直交周波
数多重化方式（ＯＦＤＭ／ＯＦＤＭＡ）および通信方式のさらなる発展形を用いる全ての
移動無線装置を含んでいる。
【００２２】
　以下の段落において、本発明にかかる試験装置の可能な実施形態について詳細に説明す
る。
【００２３】
　最初に、試験装置１００は送信されるデータ１１１を生成する。データ１１１は疑似乱
数発生器によって生成されることができ、また、データ１１１は固定の試験データ記録も
含まれることがある。別の方法として、このデータは入力ポートを介して試験装置１００
に取り込まれることもある。このデータはデータストリームの形式、すなわち、ビットの
時間系列で存在する。この点についてもシリアルデータとして以下に参照される。
【００２４】
　ＯＦＤＭ送信装置１２０は、部分データストリームを生成するようにデータ１１１を並
列化する。試験装置１００はこれらを様々な直交搬送波周波数で送信する。このために、
シリアルデータ１１１は写像装置１２１内に入力され、それぞれがビットシーケンスを再
び有するＮ並列の部分データストリームに分割される。これは、例えば、シリアルデータ
ストリーム１１１をＬ長のデータブロック内に分割することによって実行されうる。別の
方法として、インターリーブをする場合のように、関連データブロックを原因とするエラ
ーを避けるために、シリアルデータストリーム１１１の隣接ビットをＮ並列化データスト
リームに分配することも可能である。Ｎ並列化データストリームは、四位相偏移変調（Ｑ
ＰＳＫ＝Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ Ｐｈａｓｅ Ｓｈｉｆｔ Ｋｅｙｉｎｇ）、直交振幅変調
（ＱＡＭ＝Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ Ａｍｐｌｉｔｕｄｅ Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ）などのよ
うなデジタル変調方式を用いて、Ｎ搬送波周波数上に変調される。別の方法として、異な
る変調方式は、異なる伝送品質を考慮するために、異なる搬送波周波数にも用いることが
できる。写像装置１２１は、部分データストリームのベースバンド信号で変調されたＮ搬
送波信号１３１，１３２，・・・，１３３を加算装置１２２に送る。ここで、搬送波信号
１３１，１３２，・・・，１３３は、対応する変調方式を用いて変換された適当な並列化
部分データストリームを含む搬送波周波数ｆ１に変調された信号である。
【００２５】
　実際の信号送信、すなわち、移動無線装置１５０の試験用の全ての搬送波信号１３１，
１３２，・・・，１３３の実際の送信をシミュレートするために、個々の搬送波信号１３
１，１３２，・・・，１３３をノイズで妨げる。これに関連して、ノイズ発生装置１４０
は、各個別搬送波信号１３１，１３２，・・・，１３３に所与の強度のノイズ１４１，１
４２，・・・，１４３を個々に付与することができる。いまだ混合も若しくは重ね合わせ
もされていない搬送波信号に、異なる強度のノイズ要素の周波数を選択的に付加すること
によって、異なる伝送品質またはその異なる搬送波信号の妨害がシミュレートされる。ノ
イズの多い搬送波周波数の数は、搬送波周波数の１～Ｎ番目の間に配列される。
【００２６】
　搬送波信号１３１，１３２，・・・，１３３にそれぞれ加えられた各ノイズ要素１４１
，１４２，・・・，１４３は、ノイズ発生装置で生成される。別の方法として、搬送波信
号１３１，１３２、・・・、１３３のためのそれぞれのノイズ要素１４１，１４２、・・



(6) JP 5374577 B2 2013.12.25

10

20

30

40

50

・，１４３は、試験装置１００の外部からポートを通じてノイズ発生装置内に入力されう
る。搬送波信号のノイズの多さ、そのノイズがいかに強力であるかに対する情報は、例え
ばノイズ発生装置のような一定の方法で保存されるか、その代わりに、試験装置１００の
外部からポートを通じて入力されうる。この情報はそれ以降で使用されるために分析装置
１８０に送られる。
【００２７】
　搬送波信号１３１，１３２，・・・，１３３の選択的にノイズを発生させることで生じ
る搬送波信号は、信号を形成するために加算装置１２２に結合される。これに関して、こ
れまでのところフーリエ空間の周波数位置に存在する個々に生じた搬送波信号は、逆離散
フーリエ変換（Ｉｎｖｅｒｓｅ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　ｔｒａｎｓｆｏｒｍ）で時間ドメイン
に変換される。これは一般的に、高速逆離散フーリエ変換（ＩＦＦＴ）のアルゴリズムで
実行される。それに続いて、結果的に生じる搬送波信号は、送信信号を形成するために時
間ドメインに追加され、送信装置１２３に送られる。送信装置１２３は、時間ドメインに
変換されて追加された搬送波信号を含む送信信号が送信されたアンテナ１２４を有する。
別の方法として、送信装置は複数のアンテナ１２４を提供することができ、時間ドメイン
に個々に生じる搬送波信号またはこれらの部分和も送信することができる。
【００２８】
　試験用の移動無線装置１５０は、アンテナ１５４を介して送信された信号を受信する。
送信信号から個々の搬送波信号１３１，１３２，・・・，１３３が抽出された後、標準使
用に対応する応答信号が作製され、試験装置１００の受信装置１６０に返送される。ＯＦ
ＤＭの場合、応答信号は、搬送波信号当たりの送信データの質、すなわち、搬送波周波数
当たりの伝送品質についての情報を含んでいなければならない。伝送品質に関する情報は
、例えば、ＣＱＩ（Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｑｕａｌｉｔｙ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）の形式で存
在することができる。信号－ノイズ比（ＳＮＲ＝ｓｉｇｎａｌ　ｔｏ　ｎｏｉｓｅ　ｒａ
ｔｉｏ）に基づいてＣＱＩが決定される。ここで、移動無線信号のパイロット信号は、Ｓ
ＮＲの推定に用いられる。これは本来、既知の方法で実行されるため、発明の詳細な説明
には求められない。この品質情報は、応答信号とともに試験装置１００に再度返送される
。
【００２９】
　試験装置１００は、アンテナ１６４を介して受信装置１６０で応答信号を受信する。ア
ンテナ１６４は、送信装置のアンテナ１２４と区別される。仮に、それがいわゆるマルチ
アンテナシステム（ＭＩＭＯ＝Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｉｎｐｕｔ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｏｕ
ｔｐｕｔ）であるとすれば、逆に、受信装置１６０も複数のアンテナを有しうる。当然な
がら、同じことが移動無線装置１５０に当てはまる。図示されていない装置は、応答信号
から送信されたデータをデジタル化し、これを分析装置１８０に送る。
【００３０】
　応答信号は分析装置１８０で分析され、試験結果は、目標と実質を比較する手法によっ
て得られる。第１の選択装置１８１には、調節可能な数の最良品質のチャネルまたはその
それぞれの搬送波周波数が、応答信号からの情報を基にして選択され、例えばチャネル品
質指標（ＣＱＩ＝Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｑｕａｌｉｔｙ　Ｉｎｄｅｘ）として保存される。Ｃ
ＱＩは、チャネルのｋ番目のリスト、または用意すべき搬送波周波数を与える。ここで、
含まれる搬送波周波数は、最良品質で送信される搬送波周波数（最高のＣＱＩ）から始ま
って、ｋ番目に優良な品質で送信される搬送波周波数に、降順（ＣＱＩｋ）で整列（ソー
ト）される。別の方法としては、ｋ番目に優良な品質の搬送波周波数が逆順で保存される
か、または整列（ソート）されないことも、当然考えられる。ここで、ｋ番目とは、搬送
波周波数の１～Ｎ番目までの任意の数を意味する。ｋ番目に優良な品質の搬送波周波数と
選択された情報は、例えば、ＣＱＩであって、比較装置１８３に送られる。第１の選択装
置１８１もまた、移動無線装置に含まれることができ、そのとき、移動無線装置は直接に
ＣＱＩｓに基づいたリストを作成し、それを試験装置１００に送る。後者の場合、受信装
置１６０は、選択装置１８１の替わりに、デジタル化した応答信号を比較装置１８３に直
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接送る（図１に点線の矢印で図示）。
【００３１】
　第１選択装置１８１の場合と同様に、第２選択装置１８２は、現在のノイズ発生装置１
４０から発生する搬送波周波数当たりのノイズ要素の情報に基づいて、ｋ番目に優良な品
質の搬送波周波数、すなわち、それぞれのＣＱＩを算出する。搬送波周波数当たりの周波
数依存ノイズは、シミュレートされた情報から計算されるので、これらＣＱＩｓは、以下
でターゲットＣＱＩｓと呼ばれ、したがって、エラーがなくてｋ番目にノイズの少ない搬
送波周波数から、ｋ番目に優良な品質の搬送波周波数を決定することができる。仮に、異
なる送信パラメータが様々な搬送波周波数に用いられるとすれば、これはターゲットＣＱ
Ｉｓの計算を考慮しなければならない。したがって、例えば、最も低い搬送波周波数にお
いて、よりエラーの生じやすい６４－ＱＡＭ変調の使用は、ノイズのより多い搬送波周波
数において、比較的に安全なＱＰＳＫ変調より比較的に高い誤り率を引き起こす可能性が
ある。ターゲットＣＱＩｓを正確に算出した後、ターゲットＣＱＩｓもまた、比較装置１
８３に入力される。
【００３２】
　比較装置１８３は、ターゲットＣＱＩｓと応答信号からの各ＣＱＩｓを直ちに比較する
。この比較の結果は、「正しい」または「正しくない」という信号が含まれており、「正
しくない」という信号の場合、ターゲットＣＱＩｓと応答信号の各ＣＱＩｓの間の偏差を
詳細に特定することができる。これに関して、偏差の数および／または個々の偏差の質は
、例えば、正しい搬送波のかわりに隣だけが用いられたかどうかを考えられる。
【００３３】
　このとき、結果が結果出力装置に送られる。例えば、ユーザに対してスクリーンに結果
が表示されたり、または、さらなる評価を行うためにポートからコンピュータに送られた
りする。
【００３４】
　図２は、ノイズ発生装置１４０によって搬送波信号に追加される際の、周波数依存ノイ
ズの例示パターン２３１を示す図である。これに関して、ノイズ２０１の変化は周波数ｆ
２０２に対向してプロットされる。送信の帯域幅Δｆは、下限２１１から上限２１２の周
波数限界でマークされる。帯域幅Δｆは、個々の搬送波周波数またはそれぞれのノイズ要
素で妨げられる搬送波周波数範囲２２１で、再度、細かく分割される。小さい数の搬送波
周波数のみがここに存在する。ＯＦＤＭ送信の場合、搬送波周波数の数は１０００の一桁
以内にある。
【００３５】
　パターン２３１またはノイズに対する周波数の変化は、送信の帯域幅Δｆ以外ではゼロ
に等しい。曲線またはここでは階段関数２３１は各搬送波信号２２１のそれぞれのノイズ
要素を示している。この場合、全ての搬送波信号２２１はノイズ要素にかく乱されている
。搬送波周波数の直交重み関数が重ね合い、および一定ではないことにより、階段関数２
３１は実際には厳密な階段関数ではない。階段関数２３１は近似のものであり、ノイズ要
素に対する搬送波周波数の理想的な表現である。
【００３６】
　ノイズ発生装置２４０でノイズパターン２３１を使用する場合、選択装置２４１は、矢
印２４１，２４２，２４３でマークされた搬送波周波数を選択するだろう。それぞれのタ
ーゲットＣＱＩはこのように計算され得る。記載された例には、通信電力、変調方式など
の通信パラメータは、全搬送波周波数の試験のための同じ条件を獲得するために、全搬送
波周波数と同じになるように選択されると仮定される。試験方法は異なる搬送波周波数の
異なる送信パラメータを用いることで拡大されうる。ここで、例えば、ＰＳＫ変調が６４
－ＱＡＭ変調より実際に少ない送信エラーを発生するという理由から、ターゲットＣＱＩ
の算定に考慮されなければならない。
【００３７】
　本発明は実際に挙げられた実施例に限定されない。逆に、それぞれの特徴はまた、相互
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